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食品産業事業者の新型インフエンザ対策･事業継続計画(BCP) 
実践講習会開催 

“新型インフルエンザ発生時の安定的な食料供給と事業継続を両立させるために” 

－９月８日－ 

９月８日（火）午前１０時より茅場町の東京証券会館において「新型インフルエンザ対策」事

業継続計画（ＢＣＰ）実践セミナーを開催した。当日は会員卸１５企業２８名が参加した。 

最初に主催者を代表して奥山専務理事が、次のように挨拶した。 

「今回のセミナーは、私どもの所管庁である農林水産省のご協力のもとに社会機能維持者で

ある私ども加工食品卸売業者が「新型インフルエンザ対策の事業継続計画」の策定促進を目的

に開催したものであります。 

新型インフルエンザにつきましては、今回の政権移行に関しても最優先課題として現状確認、

引継ぎがなされております。また厚生労働省の流行シナリオによりますと早ければ今月下旬に

もピークを迎える可能性が高いと大変危惧されております。私どもは社会機能維持者として流

行時も事業を継続することが望まれておりますので本日の講習を参考に計画の策定を急いでい

ただきたいと思っております。 

先日の私どもの調査によりますと詳細版、簡易版含めて事業継続計画が策定済みとお答えい

ただいた企業がまだ２桁に届いていない状況で、現在策定中、検討中というのが大変多いとい

うのが実情です。ただ我々は中間流通業としての業務特性もあり我々だけでは計画がなかなか

立てにくいという側面があろうかと思いますので、本日は質疑も含めて課題を整理していただ

き皆様方の計画策定が促進できればと考えております。」 

ついでご臨席いただいた農林水産省総合食料局 総務課 

政策推進室課長補佐 田中和也様にご挨拶をいただき後、

このセミナーのプログラムを実践していただく（株）損保ジ

ャパン・リスクマネジメントＢＣＭ事業部のコンサルタント

の皆さんから講義を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業活動 
 

農林水産省 

総務課 政策推進室 課長補佐 

田中和也氏 ご挨拶  

ＢＣＰ実践講習会会場 
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以下に当日の資料から抜粋して加工食品卸売業の事業計画策定の留意事項を掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品産業事業者の事業継続計画策定に係る相談窓口の設置 

 

新型インフルエンザ対策に関し、食品産業事業者の皆様方の事業継続計画（ＢＣＰ）策定

に係る疑問・質問に、より的確にお答えするため、補助事業の一環として、株式会社損保

ジャパン・リスクマネジメントにも相談窓口を開設しましたのでお知らせします。 

なお、本取組みにつきましては、食品産業事業者を対象とすることから農林水産省ＨＰ

にはアドレスは公開しませんのでその旨御留意願います。 

１．送付先 

電子メールアドレス：shokuhin-bcp@sjrm.co.jp 

開設期間：平成２１年６月１日～平成２２年３月２３日 

内容：事業継続計画（ＢＣＰ）策定に係る疑問・質問等 

上記以外の一般的な質問については、農林水産省の相談窓口 

（sou_p-promotion@nm.maff.go.jp）にて引き続き受け付けております。 

２．送付における注意事項 

件名：新型インフルエンザ対策相談 

（異なると受け付けられない場合があります） 

本文：質問内容 

所属（事業者名、所属、担当者名、担当者の電話番号、業界団体名） 

   （所属に係る事項は、必ず明記して下さい） 

 

事業継続計画（簡易版）取り組みの全体像 
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環境数値算定標準化協議会開催 

－１０月５日－ 

１０月５日（月）１５時より日食協会議に於いて環境数値算定標準化協議会を開催した。 

この協議会は、昨年「環境自主行動計画」の実効性を上げ、業界として環境法令への対応を

図るべく業界の統一ルールづくりとＡＳＰ型の共同利用システムの開発に向けての調査研究を

目的に立ち上げ活動を行ってきた。 

共同システムの開発研究は、各企業の環境に対する事情与件を網羅するといかにも重装備な

ものになり、システム開発コストや運用コストが共同利用してもコスト高になるというシュミ

レーションができたので現段階においては、環境数値把握のシステムツールは各企業の選択に

委ねるものとするという結論を今期の初めに出している。 

環境システムツールの方向性としては、①基幹系システムと連動したシステムタイプ ②ス

タンドアローンで簡易ソフト活用タイプ ③インターネットを利用したＡＳＰタイプ等が考え

られる。 

したがって共同システムの開発研究は中止し、協議会の主たる活動としては、環境行政から

の産業界に対するＣＯ２削減要請が益々厳しくなることが予測されることから、業界としての対

応方針の検討を主体に行う事にしている。 

また環境問題対応Ｗ・Ｇと連動して業界の環境数値をとりまとめ、実務的課題があれば環境問

題対応Ｗ・Ｇに実務的対応は委ねる考え。 

当日の議題は、①「２００９年環境自主行動計画についての調査票」の回答を所管の農林水産省

総合食料局食品環境対策室に提出するにあたり、提出する環境数値の確認等を行い、また来年

度から実施される事業場部門の環境数値の業界としての原単位のあり方等について検討した。 

②環境問題対応Ｗ・Ｇが主体となって作成した『｢省エネ法」再改正への対応ガイドライン』

について行政との検討事項を交えて実務委員から要点を説明し、今後このガイドラインを用い

ての普及啓発について検討した。 

 

 

2009年度 (社)日本加工食品卸協会の環境自主行動計画についての 
調査票提出の内容骨子 

(2008.4～2009.3) （提出先：農林水産省食品環境対策室） 

－環境数値標準化協議会・環境問題対応Ｗ・Ｇ－ 

 

・団体の会員数       正会員 １５０名 

              事業所会員 １４８名 

              賛助会員 １３３名 

              団体賛助会員 ３名 

              合   計 ４３４名 
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・フォローアップに参加している（特定荷主）企業数及び売上高（倉出他） 

              １２社 ６６，３８５億円 

（旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・国分・日本アクセス・日本酒類販売・マルイチ産商・三井食品 

 明治屋商事・ヤマエ久野・菱食・リョウショクリカー） 

・フォローアップカバー数 正会員の８．０％（１２社／１５０社） 

 

Ⅰ．温暖化対策（ＣＯ２排出抑制対策）  

１．自主行動計画における目標 

各企業活動に伴うエネルギー消費量・原単位を基準年度２００６年度に対し、２０１１年度に

於いて事業所毎に９５％の水準にすることを目標とする。 

２．目標達成のための取り組み 

(1) 目標達成のためのこれまでの取り組み 

・排ガス規制指示の遵守 

・省エネ機器、環境対応危機及び消耗品の優先的使用 

(2) ２００８年度に実施した対策の事例 

・エコドライブの推進 

・車輌装備変更に伴う燃費の向上 

・物流センターの統廃合 

・着荷主との取引慣行の見直し 

(3) エネルギー消費量・ＣＯ２排出量の実績＊（輸配送部門）  

 ２００６年 ２００７年 ２００８年 

・生産高（倉出売上高他） ５５,５４６億円 ６５,３５５億円 ６６,３８５億円 

・エネルギー消費量（原油換算ｋｌ） １３０,２００ｋｌ １４２,５７６ｋｌ １３７,９５２ｋｌ 

・エネルギー消費量原単位（原油換算／億円） ２.３４ ２.１８ ２.０８ 

・ＣＯ２排出量（ｔ–ＣＯ２） ３４５,７８６ ３７８,３７１ ３６６,２２６ 

・ＣＯ２排出原単位（ｔ－ＣＯ２／億円） ６.２３ ５.７９ ５.５１ 

＊（事業場部門） 

 特定荷主企業のうち１０企業に協力いただき１年前倒しで環境数値を把握し報告  

エネルギー消費量（原油換算ｋｌ） １３８，１６７ｋｌ  ・ＣＯ２排出量 ２７８，４６２（ｔ－ＣＯ２） 

（旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・国分・日本アクセス・日本酒類販売・三井食品・明治屋商事  

・菱食・リョウショクリカー） 

(4) クレジット等の活用状況と今後の取得予定 

 ・現状なし 

(5) ＣＯ２排出量増減の要因分析 

①１９９０～２００８年度のＣＯ２排出量増減の要因分析 

・全体基調としては、得意先要請による多頻度少量定時配送の対応によりエネルギー（燃料）

使用量が増加した。 

② ２００８年度の排出量増減の理由 

・２００８年度においては加工食品卸売業界として経営的危機感を共有化した経営環境の改

善に取り組み、コストを含めた不採算取引の縮小や拠点の再編統合により全体としては規
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模の拡大は維持しながら経営の合理化、効率化によりエネルギー消費量の絶対量が減少に

転じた。 

 

Ⅱ．廃棄物対策  

(1) 自主行動計画における目標 

事業所毎に発生する廃棄物の発生量を抑制して、減量化し、一層の再資源化を進めて、

排出物の削減に努める。 

(2) 目標達成のための主要な取り組み 

・事務消耗品の廃棄物（特に書類）の発生を極力抑制 

・コピー紙の両面印刷及び縮小使用による使用量の削減、書類の裏面再活用や社内封筒の複

数活用の推進 

・電子化による紙類の使用減を図る 

・分別収集による資源リサイクルの推進 

・過剰梱包材・配送資材の廃止依頼 

・流通管理による商品の不良化防止と廃棄処分の減量化 

(3) ２００８年度に実施した廃棄物対策の事例、効果 

・２００７年度に弊協会が作成した「改正食品リサイクル法への対応ガイドライン」 

「産業廃棄物の処理について」の改訂版を活用した啓蒙・普及活動 

(4) 廃棄物・再資源化量の実績 

・廃棄物排出量（ＯＡ用紙使用量）数値提出企業７社合計 

２００７年度実績 ８７０.９ｔ 

２００８年度実績 ９８４.０ｔ 

（伊藤忠食品・加藤産業・国分・三井食品・明治屋商事・ヤマエ久野・菱食） 

                                   以 上 

 

 

「中間流通業の環境の取り組み」について 

－株式会社日本アクセス 人事・総務本部 環境管理部長 奥山 利一氏－ 

弊社は中間流通業に位置する、総合食品卸です、環境に関して

は製造業界・小売業界に比較いたしますとまだまだの感があり、

卸はさほど環境に悪影響を与えていないと思っておりました。 

しかしここ数年、我々が所属します日食協（日本加工食品卸協

会）にて、環境をテーマにし討議が行われ、卸は環境にどんな影

響を与えているのが分かってきました。 

弊社の活動は、当初廃棄物処理法の対応がメインでしたが、近

年環境法の改正が続き努力義務から、報告義務となり、現在では

さまざまな取組を進めています。 
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一番取組が必要とされるのは、食品リサイクル法です。 

２００８年度の発生量をカウントしました所、大量に発生しておりその内の、抑制・リサイクル

の量は満足いく数値では有りませんでした。 

私共のメインの取扱商品は加工食品であり、性質上リサイクル（飼料化、堆肥化、熱回収化）

が難しく現在の大きな課題として取組をしてます。 

２００８年６月に、「産業廃棄物管理票交付等状況報告書」の作成報告にあたり、全国の数値を

集計しました、 

全国に約３００拠点あり、どこで・何が・どのくらい廃棄されていたが分かりました。 

我々のセンターの廃棄物の中で、６割を占めていたものが廃プラでした、これは納品時に品

物が崩れないようにするためのラップであり、箱を止めるＰＰバンドです。 

この６割を占める廃プラを、リサイクル化できる様に努めています、 

現在関東から始まり、全国へ広がりを見せています。段ボール、古紙に続く廃プラのリサイ

クル化が進みますと、処理費用の削減、ＣＯ２の削減に役立つと考えます。 

１９８０・９０年代に、卸売業は小売業様と共同配送物流を進めてきました。 

これまでは、取引先毎であった納品車を、商品を共同配送センターに集結混載することによ

り、基本１店舗１台の配送車対応となりました。 

これにより、トラック台数の削減、納品指定時間による店舗での待ち時間ロスの削減が出来

ました。しかし、当時は環境よりも取引拡大、経費の削減がメインでしたが、今思いますと卸

売業界最大の環境取組であったと思います。 

現在、取扱い商品の温度帯（常温、チルド、冷凍）別に点在しておりましたセンターの集約

化による環境負担軽減化を実施しており、新センターでは、省エネ機器（冷蔵、冷凍庫）、省

エネ照明（ＬＥＤ等）冷凍庫の自動倉庫化などによるエネルギー削減を進めています。 

弊社では２００７年に専門部署として、環境管理部が新設となり、全拠点の廃棄物契約書、マニ

フェスト、処理費用、有償化物の確認を行い、同時に環境関連法の説明を全国のセンターに対

し実施。契約書の記載内容チェック、マニフェスト回収、有償化商品の分別、環境法の認識を

強化しました。 

弊社は本社組織にてＩＳＯ１４００１の認証取得をしており、各部署毎に環境目標を設定し活動を

行っています、各部よりエコリーダーを選出、外部の講師を呼び、エコリーダ研修会を毎年開

催、環境に対する認識を深めています。 

２００７年より毎年「環境スローガン」を全従業員から募集し、優秀作品３品を選出、ポスター

として全拠点にて掲示しています。 

オフィスより発生する紙ごみ（段ボール、ＯＡ用紙、ＭＩＸ古紙、新聞紙）を「リサイクルボ

ックス」にて分別回収しリサイクル、ペットボトルのキャップ、使用済み切手、使用済みプリ

ペイドカードを専門ボックスにて回収各関係団体へ寄付を行っております。 

弊社ではこのような環境活動に取り組みながら、さらに勉強し全社全社員へ拡大したいと思

っています。 

 

第５回環境マネジメント研究会 

事例発表会から転載 
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情報システム研究会 流通ＥＤＩ動向研究会開催 

         －１０月３日－ 

 １０月３日（土）情報システム研究会は、和歌山市紀三井寺にある株式会社サイバーリンクス

社（以下ＣＬ社）を訪問し、流通ＥＤＩの動向について課外研修会を行った。 

 情報システム研究会は流通ＢＭＳ対応等流通のＥＤＩ化促進研究に取り組んできているが、早

くから卸売業向けＥＤＩに取り組んだＣＬ社にて、ＩＤＣセンター見学と流通標準化に向けてのＥＤＩ

の動向等を研究すべく研究会を開催した。 

 ＣＬ社は、流通業に機軸をおいた総合情報サービスを提供し流通ＢＭＳのＡＳＰ（各種アプリケ

ーションをインターネットを通して提供するサービス）を事業展開している企業である。当日

は、情報システム研究会座長の稲垣 登志男氏（（株）菱食）の司会進行で、冒頭日食協を代表

して奥山専務理事が開会の挨拶として開催の御礼と現状それぞれの企業が経営の合理化、効率

化を追求して中間流通業としての地位の向上を図らなければならないが、本日の研究会のよう

に外部資源も多いに活用してＥＤＩを一段とレベルアップすることが重要だと述べた。 

 ついで 株式会社サイバーリンクス代表取締役社長 村上 恒夫氏が、「品質は事業の命で

ある」との経営方針や情報処理コストの低減にはアウトソーシングによる共同利用が有効な手

段であり、アウトソーシングは共同利用と新技術によるローコスト運用を可能にすると挨拶さ

れた。続いてＣＬ社のＣＤＥ開発室室長 水間 乙允氏から「サイバーリンクスの技術戦略や流

通ＥＤＩサービスを支える仮想化技術（＝クラウド基盤）｣について説明が行われ、説明後実際に

同社のデータセンターを見学、南海地震を想定した災害対策、常時のセキュリティ対策、障害

時のバックアップ体制等の説明を受けた。休憩後、検討第１部として流通ＥＤＩにおけるシステ

ム現況、課題、対応方針について各社から発表がなされ意見交換を行った。また、稲垣氏（（株）

菱食）より同社でのＡＳＰを利用した自動化実績について報告がなされた。 

 

 

【流通ＥＤＩの課題】 

・色々なデーター受送信パターンが増える可能性がある 

・「基本形Ｖｅｒ．１.０」と「生鮮Ｖｅｒ．１.０」を別プログラムにて運用中で「基本形Ｖｅｒ．１.３」

で統合された際に、システム見直しが必要。 

・流通ＢＭＳ実施に伴い、データ処理費用が

増加傾向にあり、削減方法の検討が必要。 

・センター事業における流通ＢＭＳが拡大し

た場合のＡＳＰサービス費用増大の懸念。 

・通信全般の監視・チェック体制の構築。 

・得意先個別対応のシステム開発・保守から

もたらされる高コスト体質の改善。 

・得意先より要望される災害対策（ＢＣＰ）の

対応。 

・得意先別の個別システム対応による開発・ 情報システム研究会 会場 



－ 9 － 

保守の負荷軽減対策。 

・レガシー（ＪＣＡ等）から新ＥＤＩ（流通ＢＭＳ等）への切り替えによる二重運用対応。 

・Ｗｅｂ受注における手作業によるデータ送受信の運用。 

・ＢＭＳの証明書更新方法。 

・ＢＭＳが急速に展開の場合のＴＥＳＴ等対応。 

・相手先毎のバージョン管理。 

続いて、検討第２部としてＣＬ社のＳＣＭ推進

室室長 秀 祐而氏から「共同利用型の受注セ

ンターへ向けての可能性について」最後にＣＤＥ

開発室課長松山 浩士氏からは「現状サービス

と今後の展開について」の説明がなされた。 

情報処理コストの削減に向けて「ＥＤＩシステ

ムの共同利用の可能性」など活発な意見交換が

行われ多いに見識を広めることができた研修会

となった。 

   

【株式会社サイバーリンクス概要】 

・所 在 地  和歌山市紀三井寺８４９－３ 

・設  立  １９６４年５月 

・資 本 金  ３６６百万円 

・従業員数  ２６６名 

・代表取締役社長 村上 恒夫 

・資  格  総務大臣認可一般電気通信業者 

        品質マネジメントシステムＩＳＯ９００１認証取得 

        情報セキュリテイマネジメントシステムＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１認証取得 

        プライバシーマーク認証取得 

        和歌山県知事許可特定建設業 

        労働大臣許可一般労働者派遣業者 

 

 

商品画像情報 動き出す授受効率化 
 

－情報システム研修会商品画像専門部会－ 

今年度の情報システム研究会の重要課題である加工食品のメーカー各位に業界データベース

への標準仕様画像の登録を求める活動については、研究会の下部組織として商品画像専門部会

を設置して精力的に取り組んでおりますが、その活動内容について食品新聞に報道されました

ので転載します。（食品新聞：平成２１年９月２５日付・２８日付） 

 

（株）サイバーリンクス社データセンター見学 
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一般社団法人日本卸売協会に加盟 

（社）日本加工食品卸協会 

弊協会は、平成２１年７月に卸団体で構成される「日本卸売協会」（会長：尾池 良行氏）加盟

した。同協会は全国の商業団地をまとめる全国卸商業団地協同組合連合会（商団連）に事務局

を委嘱していたが、小売業の活性化にはそれを支える卸売業界のレベルアップ向上が不可欠と

判断し、今年の６月に一般社団法人化し、事務局を（財）流通経済研究所に（理事長：宮下正房

氏）移管して体制の刷新を図った。 

従来は各地の卸売団地のメンバーが中心だったが、今後は、業種別の卸関連団体を幅広く包

含した「オール卸」の団体として、卸売業の近代化・合理化ならびに流通における卸売機能の

高度化に資する事業活動を推進することになる。 

尚、日本卸売協会は商店街、商業者の活性化をサポートする「全国商店街支援センター」の

委託を受け、卸業界で初めて「リテールサポート士」の資格制度設立を検討している。業界レ

ベルで優れた小売サポートのできる人材育成の仕組みを用意することで、卸、小売の相互発展

や地域活性化などを目指す。この活動には弊協会も最大限協力し、食品卸売業界の質的向上に

努めていきたい。 

 

一般社団法人日本卸売協会事業概要 

 

一般社団法人 日本卸売協会 沿革 

■日本卸売協会は、平成８年６月、全国の卸売業の近代化・合理化を図り、経済社会の発展

と国民生活の安定に寄与することを目的に、任意団体として発足しました。任意団体設置

後平成２０年度まで十余年にわたり、協会は事務局を全国卸商業団地協同組合連合会（商団

連）に委嘱し、事業運営を行ってきました。 

■今日わが国の卸売業界はかつてない厳しい環境下に直面し、その経営改革が急務の課題と

なっています。一方、卸売業の得意先である中小小売業等に対するリテールサポートが地

域経済の活性化の観点から、重要性を増しています。 

■上述の課題解決ならびに社会的役割を遂行するため、日本卸売協会は平成２１年度より体制

を刷新いたしました。平成２１年４月には財団法人流通経済研究所に事務局業務を移管し、

事業推進力を強化するとともに、６月に一般社団法人への資格を取得いたしました。 

■日本卸売協会は、卸売業の近代化・合理化ならびに流通における卸売機能の高度化に資す

る事業活動を積極的に進めてまいります。 

沿 革 

平成 ８年６月 ７日 任意団体 日本卸売業協会 設立 

 全国卸商業団地協同組合連合会に事務局を委嘱  

平成２１年４月２１日 名称を「日本卸売協会」に変更 

 財団法人流通経済研究所に事務局を移管  

平成２１年６月１０日 一般社団法人 日本卸売協会 設立 

 任意団体の資産・組織を一般社団法人へ移管  
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組織概要 

■名 称 一般社団法人 日本卸売協会 

■代表者 会 長 尾池 良行 

 理事長 宮下 正房 

■設 立 平成２１年６月１０日（一般社団法人登記届け出日） 

 任意団体設立日は平成８年６月７日 

■所在地 東京都品川区西五反田７－２３－１ 第３ＴＯＣビル  

 

役員（理事・監事）一覧 

役 職 氏 名 所    属 

会 長（代表理事） 尾池 良行 全国卸商業団地協同組合連合会会長 

理事長（代表理事） 宮下 正房 財団法人流通経済研究所理事長 

副会長 大西  隆 協同組合関西ファッション連合会長 

副会長 関口 快流 全国菓子卸商業組合連合会理事長 

副会長 神戸  厚 全国卸商業団地協同組合連合会副会長 

専務理事 加藤 弘貴 財団法人流通経済研究所専務理事 

常任理事 佐藤 泰三 東京金物卸商協同組合理事 

常任理事 塩本  昇 全国酒類卸売業協同組合専務理事 

常任理事 上原 征彦 明治大学大学院教授 

理 事 成田 恭一 協同組合米子総合卸センター理事長 

理 事 冨木 昭光 協同組合金沢問屋センター理事長 

理 事 福井  弘 協同組合ベイタウン尾道理事長 

理 事 奥田 潤一 協同組合仙台卸商センター理事長 

理 事 岡村 晶夫 高崎卸商社街協同組合理事長 

理 事 俣野富美雄 日本タオル卸商連合会理事長 

理 事 中村 幸夫 全国家庭用品卸商業協同組合理事長 

理 事 吉木  学 協同組合新大阪センイシティー理事長 

理 事 小正 芳史 鹿児島総合卸商業団地協同組合理事長 

理 事 国分勘兵衛 社団法人日本加工食品卸協会会長 

理 事 馬場久萬男 財団法人食品流通構造改善促進機構会長 

理 事 馬場  彰 東京商工会議所 商業卸売部会会長 

監 事 滝  幹夫 協同組合一宮繊維卸センター理事長 

監 事 大久保政一 協同組合熊谷流通センター理事長 

監 事 井澤 武尚 社団法人大阪卸商連合会会長 

 

日本卸売協会の事業内容（定款規定） 

■当法人は、わが国の卸売業の近代化、合理化ならびに卸売機能の高度化を図り、もってわ

が国経済の発展と国民生活の安定と向上に寄与することを目的とし、その目的に資するた

め、次の事業を行う。 

(1) 卸売業ならびに卸売機能に関する調査研究  

(2) 卸売業ならびに卸売機能に関する情報の収集と提供  

(3) 各種卸売機能（情報機能、物流機能、マーチャンダイジング機能、リテールサポート機

能、その他卸売機能等）の高度化に関する推進、指導  
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(4) 商店街活性化と卸売機能に関する調査研究、指導  

(5) 卸売業ならびに卸売機能の高度化推進のための人材育成の推進  

(6) ボランタリーチェーン等小売組織化に関する推進、指導  

(7) 卸売団地等卸売集団体における機能高度化に関する調査研究、指導  

(8) 卸売業ならびに卸売機能の共同化、統合化、合併の推進、指導  

(9) 卸売業に関連する商慣行の改善、合理化の推進、指導  

(10)卸売業ならびに卸売機能をめぐる環境問題やリサイクル問題など社会的課題への対応  

(11)卸売業の雇用、労働条件の改善に関する推進  

(12)卸売業ならびに卸売機能に関する関係省庁、関係団体等に対する要望、調整  

(13)その他上記に関連する必要な事業の推進  

 

 

第26回 異業種交流委員会開催 

     －１０月９日－ 

平成２１年１０月９日（金）午後３時より、台東区柳橋にある東プラ健康保険会館第２会議室に

おいて、当番幹事の全国化粧品日用品卸連合会の主催で異業種卸７団体が出席して異業種交流

委員会が開催された。 

今回から新しく全国米穀販売事業共済共同組合（全米販）が参加した。 

主要な議題としては、（社）日本医薬品卸業連合会から ①「返品削減問題」、全国化粧品日

用品卸連合会から ②平成２０年度「返品に関するアンケート調査」の結果報告、全国米穀販売

事業共済協同組合から③「平成２０年度取引実態調査の結果報告」、全国医療品卸商連合会から 

④「消費者庁の設立に際して、卸売業が留意すべき事項」についてそれぞれが説明し意見交換

を行った。どの業界においても返品は「古くて新しい問題」となっており環境問題、資源問題

としての社会的課題として商慣行の改善に取り組む必要があるとあらためて認識した委員会で

あった。 

弊協会からは、業種別の卸関連団体を幅広く包含した「オール卸」の団体として新発足した

「日本卸売協会」について意見交換を求めた。 

次回開催予定は、弊協会が当番幹事になって平成２２年２月５日（金）に開かれる。 

 

【異業種交流委員会参加卸団体】 

① （社）日本加工食品卸協会 

② 全国菓子卸商業組合連合会 

③ （社）日本医薬品卸業連合会 大衆薬協議会 

④ 全国家庭紙同業会連合会 

⑤ 全国医療品卸商連合会 

⑥ 全国米穀販売事業共済協同組合 

⑦ 全国化粧品日用品卸連合会 

尚、東京金物卸商協同組合は現在休会中 
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フクシマフーズ(株)の工場見学研修 

        －東北支部－ 

平成２１年９月１５日（火）（社）日本加工食品卸

協会東北支部が主催して福島県伊達郡桑折町大

字成田にあるフクシマフーズ（株）の工場見学研

修会を実施した。 

これは昨年の（株）マルハニチロ食品大江工場

の見学研修に引き続き、支部活動の活性化策と

して東北支部長の堀内琢夫氏（丸大堀内（株））

の企画、また賛助会員の東洋水産（株）のご協力

で開催されたものである。 

当日は１２時３０分に、参加者１３名が現地集合

した後、幹事役の網倉正巳氏（国分（株））の進

行で研修会の全体内容確認を行い、続いて掘内東北支部長が参加者を代表して今回の工場見学

の御礼と研修会の意義等について述べられた。 

ついでフクシマフーズ（株）会長兼社長 井上 安雄氏からご挨拶と会社の概要について説明

を受けた。 

昼食後、最初にＮＨＫで放映された環境にやさしい熱資源に切り替え具体的にＣＯ２の排出権

取引に取り組んでいる当工場の様子をビデオで鑑賞した。 

続いて工場見学の衣服に全員着替えて２班に分かれて①レトルト米飯・無菌包装米飯②流動

食③即席麺工場内部を見学させていただいた。 

「安全で安心な食品を安定してお客様に提供する」をモットーに安全性を重視した製品作り

の現場であることを認識した工場見学研修であった。 

 

・会社概要  

社 名 フクシマフーズ株式会社 

所在地 福島県伊達郡桑折町大字成田字二本木－１ 

創立年月日 昭和３２年３月１日 

資本金 ２２２７０万円 

従業員数 ２４９名（男子１２４名 

  女子１２５名） 

代表取締役会長兼社長 井上 安雄 

 

 

 

支部活動 
 

参加者を代表し挨拶する東北支部長 

堀内琢夫氏 

御挨拶するフクシマフーズ（株） 

会長兼社長 井上安雄氏 
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・会社沿革  

昭和３２年１３月 伊達食品株式会社として設立し果実缶詰の製造を開始。 

昭和４６年１３月 東洋水産株式会社の子会社となり商号を福島東洋株式会社と改め即席 

  麺の製造を開始。 

昭和５１年１１月 レトルト米飯の製造を開始。 

平成１９年１７月 商号をフクシマフーズ株式会社に変更。 

平成１３年１７月 無菌包装米飯の製造を開始。 

平成１４年１２月 ＩＳＯ９００１品質マネージメントシステム認証取得 

平成１７年１３月 ＩＳＯ環境マネージメントシステム認証取得 

 

・主要製品 

●即席麺 業界の熾烈な競争の中で、根強い人気に支えられ業績を伸ばしてきた「マルちゃ

んブランド」（東洋水産（株）を製造。最新技術の自動ラインの現場から「赤いきつね」「激

めんワンタンメン」「でかまる」「屋台十八番なまの味」などのお馴染みの製品を出荷し

ている。 

●米飯 「マルちゃんブランド」の「味の一品」シリーズ、「あったか」シリーズとして赤

飯、五目釜めし、白飯などが主力製品。米飯部門は以下の２種類。 

＊レトルト米飯は、パウチに蒸煮米を充填、密封後にレトルト（加圧加熱）殺菌します。 

＊無菌包装米飯は、トレイに生米を充填、加熱殺菌処理を行い、無菌的に密封します。 

●流動食 医療機関向けの高栄養・高カロリーの流動食やレトルトカレー、お粥などを製造。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

フクシマフーズ（株）にて参加者全員で記念撮影 

 

 

㈱ナガノトマトならびに㈱おびなた 企業訪問 

－東海支部－ 

平成２１年９月１６日（木）に、（社）日本加工食品卸協会東海支部（永津邦彦支部長）は、中部

食料品問屋連盟（永津邦彦会長）と共催して「商品研修会」を開催。日食協東海支部会員なら

びに中食連正会員４４名が参加して、（株）ナガノトマトならびに（株）おびなたを企業訪問した。 
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この商品研修会は、中部食料品問屋連盟が卸

売業として小売業に対して商品価値の訴求によ

って売り負けないように「商品知識の深耕」を

テーマとして「生きた商品知識を習得する事」

のできる勉強会を目的に平成１６年より毎年開

催している。 

日食協東海支部は、『食の安全・安心』を脅

かす不祥事が頻発して後を絶たず、消費者の食

品に対する不信感が極大化するなかで、製造業

の原料から製品化に至るまでの過程と開発に対

する姿勢、社会貢献についての取り組みなどを

勉強することによって、自らの取り扱う商品に自信を持って販売していくため、商品知識の習

得を目的に昨年より参画している。 

長野県松本市の「（株）ナガノトマト松本工場」では、キリンビバレッジの缶、ＰＥＴ飲料の綜

合飲料工場を見学。同工場は、９７年にＰＥＴボトルを工場内で成形し、無菌充填を行なう「イン

ラインブロー無菌充填システム」を日本で最初に導入し、０２年には同システムのマルチライン

を稼動。０８年には大型ＰＥＴラインを最新設備にリニューアルしている。環境活動への取り組み

は、０７年にボイラー燃料を重油から天然ガスへ変更した事によりＣＯ２排出量を２５％削減し、副

産物や廃棄物のリサイクル率は０５年から９９％に達している。 

長野県長野市の「（株）おびなた本社」は、戸隠村の奥深い山間に所在し、献上蕎麦「霜下そ

ば」の栽培から製粉、製麺まで独自の一貫生産を行っている。この「戸隠工場」の石臼ライン

を始めとした乾麺工場と直営そば農場の見学、美味しい蕎麦の３要素である「挽きたて」「打

ちたて」「茹でたて」を体験する「そばであい館」での蕎麦打ち体験と、自身で打った蕎麦の

試食を実施した。 

移動時間を含めると１３時間に及ぶ長時間の

研修であったが、生きた商品知識の習得と、製

造業の原料から製品化に至るまでの過程と開発

に対する姿勢、社会貢献についての取り組みな

どを勉強する事のできる有意義な研修会となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 （株）おびなた本社にて参加者全員の記念撮影 

（株）ナガノトマト松本工場にて中部圏支店支店長 

見澤孝之氏から工場の概要説明を受ける 

（株）おびなた「そばであい館」での 

蕎麦打ち体験 
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新型インフルエンザ感染者の増大に備えた「基本的対処方針」の改定等について 

関連省庁・団体からのお知らせ 
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｢食品関連産業の将来展望研究会｣開催について 

 －農林水産省－ 

 

我が国における食品製造業は、自動車、一般機械についで大きな産業部門であり、事務所数、

従業員数では自動車産業を上回る産業となっています。しかしながら、国内市場における少子

高齢化に伴う市場規模の縮小や、安全、環境などに対応するための管理コストの上昇、調達リ

スクの高まりなど多くの課題がある。 

他方、近隣のアジア、オセアニア地域は経済成長、人口増加などに伴って市場拡大を続けて

おり、これらの市場への参画が今後の産業成長の鍵になっている。 

このため、農林水産省ではこれらの食品関連産業を取り巻く情勢や課題について分析し、今

後の食品関連産業の方向性に関する提言をとりまとめるための研究会（フードチェーンの関係

者と学識経験者で構成）を開催することになった。 

第１回が９月４日（金）に開催され年内１１回の会議が予定されている。 

 

「食品関連産業の将来展望研究会」委員予定者 

秋山 隆司 国分株式会社 取締役 ＧＭＳ事業部長 兼 ＳＭ・生協事業部長 

浅田  博 イオンリテール株式会社 取締役 食品・デリカ商品本部長 

上垣 清澄 株式会社柿安本店顧問 

大橋  弘 東京大学大学院経済学研究科准教授 

貝塚 寛雪 伊藤忠商事株式会社食料カンパニー食料経営企画部長 

竹田 利明 株式会社イトーヨーカ堂取締役常務執行役員商品本部長 兼 食品事業部長 

土肥 一史 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

林  俊秀 株式会社Ｔｅｄｙ代表取締役 

深川由起子 早稲田大学政治経済学術院教授 

藤田 雅規 日清製粉グループ本社 企画本部長補佐 ＧＳ（国際化）中国室室長 

松本 洋一 サントリー食品株式会社常務取締役食品事業部副事業部長・食品事業部企画部長 

柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科・経済学部准教授 

山下 裕子 一橋大学大学院商学研究科准教授 

吉峯 英虎 味の素株式会社執行役員食品カンパニー外食デリカ事業部長 

                                                          （敬称略：５０音順） 

 

 


